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新潟県における「在宅療養支援診療所」の診療実態からみる「地域ケア体制整備」の課題
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The problem of "Community care system" judging from the medical examination 
and treatment actual situation of “Home Care Supporting Clinics" in Niigata 
TAKEDA Nobukazu 
Abstract 
This article is a research study on the actual conditions of medical service at“Home 
Care Supporting Clinics" in Niigata Prefecture. Though HCSC are expected to play a 
central role in supporting home care， they are unevenly distributed not only nationally 
but also in the prefecture. In the current situation， itis difficult to depend only on 
HCSC. Therefore， itis urgent to construct cooperation with not-HCSC clinics， 
hospitals and others. We conducted a survey to comprehend the actual conditions of 
medical service of HCSC for clarifying how to plan such cooperation. According to the 
result， HCSC have been engaged in home care actively so far， but the numbers of their 
HCSC patients are most frequently zero， so they do not function as HCSC sufficiently. 
As a conclusion， in the cities where HCSC concentrate， the promotion of the 
cooperation with not-HCSC clinics， hospitals and others is necessary， but in the 
counties where there are few HCSC， they need to construct home care supporting 
system using medical resources which already exist in the area. 
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I はじめに
現下の医療・介護の政策は，在宅療養を
強く推し進めるものになっている.
たとえば，急性期医療の現場では，在院
日数の短縮が求められ，慢性期の医療現場
では医療依存度の少ない患者に対する診療
報酬は削減されている.また，介護保険に
おける介護施設である介護療養型医療施設
は2012年 3月までに廃止されることが決
定している.特に介護療養型医療施設の廃
止に連動する形で予定されている医療保険
が適用される療養病床の削減は，在宅療養
の支援体制がなければ，多くの患者が行き
場を失うことになりかねない.
これに対して，厚生労働省は 2007年 6
月に， r地域ケア体制の整備に関する基本指
針」を示し， r療養病床の転換を図る過程を
通じて，高齢者の生活を支える医療，介護，
住まい等の総合的な体制整備を，人口構造
等の中長期的展望を踏まえつつ，各地域に
おけるサービスニーズに即応して行おう J
(厚生労働省 2007)ことを都道府県に課し
「地域ケア体制整備構想Jの策定を求めた.
これを受け新潟県においても 2008年 1月
に「新潟県地域ケア体制整備構想J(以下，
f整備構想J)を策定，公表した.そこでは，
「高齢者の住み慣れた自宅や地域での生活
継続を支える『地域ケア体制』を構築する」
(新潟県 2008) として在宅療養支援診
療所J(以下， r在療診J)を中心とした在宅
療養の推進を打ち出した.
しかし， r在療診」は全国的に見ても地域
による偏在が大きい(千葉・濃沼・伊藤・
ほか 2008:174)，また，新潟県においても
「在療診」は地域的に偏在していることが
明らかになっている(武田 2007:73-85). 
新潟県は医療資源が乏しい，本来，どの地
域おいても「在療診」の量的充足が望まし
いが，それは多くの時間や費用がかかるこ
とでもある以上，現状の医療資源を効果的
に活用することを検討する必要がある，こ
の点について，武田は「現状では，在宅医
療を提供する医療機関としては， W在宅療養
支援診療所』ではない診療所が中心となっ
ていると考えられるJ(武田 2007:73-85)
と述べている.
つまり，十分に「在療診」が整備されて
いない状況で「整備構想」の目指す目的を
達成するためには，千葉や武田が指摘する
ように「在療診j ではない診療所，病院等
との連携強化を図らなくてはならない(千
葉・濃沼・伊藤・ほか 2008:174;武田
2007:73-85) ，そのためにも，まず「在療
診j の診療実態を調査し「在療診Jの抱え
る課題を把握し， r在療診Jではない診療所，
病院等に何を求め連携を構築するのか，そ
の検討が求められる.
その意味において，本研究における「在
療診」の診療実態調査は必要な基礎資料と
なり千尋る.
I r在宅療養支援診療所Jとは
「在療診」は 2006年の診療報酬改定に
おいて導入された制度で，地域における退
院患者の在宅療養提供に主たる責任を有す
る診療所として， 24時間の往診・訪問看護
が可能な体制を整え届出を行った診療所の
ことで，在宅医療の診療報酬において他の
診療所より高い点数がみとめられている
(佐原 2006:529-535;医学通信社 2008: 
181-185).なお，全国の「在療診」届出数
は表 1のとおりである.
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表 1
都道府 在宅療養支援 都道府 在宅療養支援
県名 診療所(ケ所) 県名 診療所(ヶ所)
北海道 212 滋賀県 55 
青森県 75 尽都府 263 
岩手県 75 大阪府 1388 
宮城県 89 兵庫県 634 
秋田県 58 奈良県 87 
山形県 66 和歌山県 129 
福島県 153 鳥取県 53 
茨城県 140 島根県 109 
栃木県 118 岡山県 257 
群馬県 158 広島県 465 
埼玉県 360 山口県 113 
千葉県 192 徳島県 126 
東尽都 1126 香川県 104 
神奈川県 574 愛媛県 162 
新潟県 93 品知県 31 
富山県 30 福岡県 681 
石川県 107 佐賀県 123 
福井県 40 長崎県 285 
山梨県 35 熊本県 181 
長野県 209 I 大分県 161 
岐車県 148 宮崎県 94 
静岡県 237 鹿児島県 218 
愛知県 450 沖縄県 47 
ーーー四ーー
二重県 120 合計 10631 
(出奥)
独立行政法人福祉医療機構 WAMネット掲載データ
を基に集計， 2008 年 10 月 31 日確認，
(http目//www目wam.gojp/iryoapp1lmenu_control.do?init=
y&scenario=b4 ) 
田研究目的
本研究の目的は， 1在療診」における診療
実態・実績について調査を行い在療診j
が「在療診」ではない診療所，病院等と連
携する際に必要となる連携体制を把握する
ことである.
「在療診」の運営に関する先行研究は，
長崎らが行ったアンケート調査がある.そ
の結果によると 124時間の拘束を負担に感
じている」という意見がある一方で， 1経営
面にプラスの影響があった」と報告してい
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る(長崎修二・尾崎博文 2007:18-21).し
かし，この調査は対象が特定の組織に属す
る「在療診」に限られているという限界が
ある.また， 日本医師会総合政策研究機構
も「在宅療養支援診療所実態調査」を行っ
ている，調査は「在療診J，それ以外の診療
所に対して行われた.調査内容は「在療診j
の届出理由在療診」の届出を行っていな
い理由などである(日本医師会総合政策研
究機構 2007). この調査は在療診J，そ
れ以外の診療所に対して行われている点で
優れているが，調査対象は福岡県内に限ら
れている.また，福岡県は「在療診」開設
数が621ヶ所(調査時)と多い地域であり，
新潟県のような「在療診」の少ない地域と
同様に捉えることはできない.このように，
先行研究では特定の組織，または特定の地
域における現状が報告されているのみであ
る.
なお， 1在療診」の少ない地域の現状につ
いては，武田が新潟県における「在療診」
の開設状況を報告している(武田 2007: 
73・85). しかし，この研究は「在療診」の
開設数に着目しており在療診」における
実際の診療活動を評価したものではなかっ
た.つまり，本研究のように「在療診Jの
開設数が少なく高齢化している地域での診
療実態・実績を具体的に調査した報告は見
当たらない.
W 研究方法
1.調査対象
新潟県内の「在療診」届出状況を把握す
るため，社会保険事務局に開示請求を行っ
た.2007年 7月 1日時点で，新潟県内の
「在療診」届出数は 93ヶ所であった. (図
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1)この全てを調査対象とした. 出理由・往診・訪問看護体制・連携医療機
図 1新潟県内の「在宅療養支援診療所」開設数 (2007年 7月1日現在)
2.方法
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調査は，無記名方式で，回答者を「在療
診Jにおいて訪問診療を担当している医師
とし，調査期間を 2007年 12月 11日"-'12 
月 21日，調査時点を 2007年 11月末時点
とし，調査票を「在療診」に直接郵送した.
3.調査項目
調査では， I~在宅療養支援診療所』の届
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関など『在宅療養支援診療所』の届出事項
についてJ，I患者数など『在宅療養支援診
療所』での診療実績についてJ，Iサービス
担当者会議への出席・介護支援専門員との
連携など他の機関との連携についてん
I~在宅療養支援診療所』における在宅療養
支援の課題について」の調査を行った.
4.倫理的配慮
ショートノート
調査項目には，回答により個人が特定さ
れる質問はなく，また結果についても個人
が特定される公開は行わない.
V 結果
77の「在療診」から回答が得られた(回
収率 82.8%)，その全てを有効回答とした
(有効回答率 82.8%). 
「在療診jの届出理由は， rかねてより在
宅療養支援を行っていたから」が最も多く
61ヶ所 (79.2%)，ついで「これから在宅
療養に力を入れるべきだと考えたからJ7 
ヶ所 (9.1%)，r診療報酬上のメリットが大
きし、からJ7ヶ所 (9.1%)，その他 2ヶ所
(2.6%)であった. (表2)
表 2
「在宅療養支援診療所」の届出理
件数 % 自
かねてより在宅療費支援を行って
61 79.2% いたから
これから在宅療養に力を入れるべ
7 9.1% きだと考えたから
診療報酬上のメリットが大きいから 7 9.1% 
その他 2 2.6% 
(n=77) 
「在療診」の人員体制であるが，医師1
名が 67ヶ所 (84.4%)， 2名が 10ヶ所
(13.0%)， 3名以上が 2ヶ所 (2.6%) と
いう状況であった. (表 3)
表 3
「在宅療養支援診療所」の人員体制 件数 9也
1名 65 84.4% 
2名 10 13.0% 
3名 1.3% 
4名以上 1.3% 
(n=77) 
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また在療診」の大きな役割である 24
時間の往診体制については， r自らの診療所
で全てを対応している」が 37ヶ所(48.1%)， 
が 40ヶ所 (51.9%)で「自らの診療所で
全てを対応していない」場合，他の診療所
との連携により補っている割合が高かった.
つづいて， 24時間の訪問看護体制につい
ては自らの診療所で全てを対応してい
る」が 17ヶ所 (22.1%)，r自らの診療所
で全てを対応していない」が 60ヶ所
(77.9%)で「自らの診療所で全てを対応
していなしリ場合，その連携先としては，
「訪問看護ステーションJ50ヶ所(64.9%)
が最も多かった(表 4).なお，連携してい
表 4
24時間往診体制に 24時間訪問看護体制
件数 % 件数
おける連携先 における連携先
q也
他の無床診療所 37 62.7% 筒問看慮ステー ション 50 64.9% 
他の有床診療所 21 35.6% 病院 19 
病院 1.7唱 他の診療所 8 
(n=59) (n=77) 
る訪問看護ステーション数では 1施設が
34ヶ所 (44.1%)で、最も多かった(表 5). 
表 5
連携している訪問看護ステーション数 件数 9色
0施設 16 20.8出
1施設 34 44.2% 
2施設 13 16.9% 
3施設 6 7.8% 
4施設 3 3.9% 
5施設 3 3.9% 
8施設 2 2.6% 
(n=77) 
24.7% 
10.4% 
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次に在療診」での診療実績 (2007年
9月， 10月， 11月実績)についてであるが，
「在療診」としての患者数が 0"-'4人のと
ころが 9月42ヶ所 (54.5%)，10月42ヶ
所 (54.5%)，11月44ヶ所 (57.1%)と最
も多く， (表 6)各月で最も多い回答は「在
療診」としての患者数が O人で、あった.ま
た，患者がいる場合でも全体の 7割が 10
人未満で、あった. (表 7，8， 9) 
表 6
9月 10月 11月
患者数 件数 号也 件数 号也 件数 qも
0-4 42 54.5% 42 54.5% 44 57.1% 
5-9 12 15.6% 10 13.0弛 9 11.7出
10-14 8 10.4叫 10 13.0目 10 13.0目
15-19 3 3.9弘 2 2.6唱 4 5.2百
20-24 2 2.6% 3 3.9目 1.3目
25-29 1.3% 。0.0也 。日日目
30-34 。0.0% 2 2.6% 1.3弘
35-39 3 3.9百 2 2.6百 3 3.9覧
40-44 2 2.6目 2 2.6% 。 0.0% 
45-49 1.3目 1.3% 2 2.6% 
50-54 1.3% 。0.0% 1.3弛
55-59 。0.0% 。0.0% 。0.0% 
60-64 。0.0目 1.3百 。0.0% 
65-69 。 0.0弛 。0.0% 。0.0目
70-74 。0.0百 。0.0弛 。0.0% 
75-79 1.3弛 1.3弛 1.3出
80- 1.3目 1.3目 1.3% 
(n=7) (n=7) (n=7) 
表 7
9月
患者数 件数 q也 累積相対度数
I 0人 21 27.3% 
8 10.4% 37.7% I 
4 5.2% 
5 6.5% 
4 5.2% 
3 3.9% 
I 6人 3 3.9% 
I 7人 1.3% 63.6% I 
I 8人 4 5.2% 
I 9人 1.3% 
I 10人 1.3% 71物|
1人 2 2.6% 74.0百
12人 3 3.9% 77.9% 
13人 2 2.6% 80.5% 
15人 1.3% 81.8% 
16人 1.3% 83.1% 
18人 1.3% 84.4% 
20人 1.3% 85.7% 
21人 1.3% 87.0% 
25人 1.3% 88.3% 
35人 2 2.6% 90.9% 
38人 1.3% 92.2% 
40人 1.3% 93.5% 
41人 1.3% 94.8% 
45人 1.3% 96.1% 
50人 1.3% 97.4% 
79人 1.3% 98.7% 
84人 1.3% 100.0% 
(n=77) 
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表 8 表 9
10月 1 月
患者数 件数 9也 累積相対度数 患者数 件数 9也 累積相対度数
O人 19' 24:7% o人 20 26.0% 
1人 9 11.7% 36.4% 1人 9 11.7% 
2人 4 5.2% 2人 4 5.2% 
3人 4 5.2% 46.8% 3人 4 5.2% 
4人 6 7.8% 54.5% 4人 7 9.1% 
5人 4 5.2% 59.7弛 5人 2 2.6% 
6人 1.3% 6人 2 2.6% 
7人 1.3% 7人 1.3% 
8人
γ 
66.2% l 3 ぉ 3.9% 8人 2 2.6% 
9人 1.3% 9人 2 2.6% 
10人 2 2.6% 10人 3 3.9% 
1 人 2 2.6% 72.7% 1 人 3 3.9% 76.6% 
12人 3 3.9% 76.6% 12人 1.3% 77.9% 
13人 1.3% 77.9% 13人 3 3.9% 81.8% 
14人 2 2.6% 80.5% 15人 1.3% 83.1% 
16人 1.3% 81.8% 16人 1.3% 84.4% 
17人 1.3% 83.1% 18人 2 2.6% 87.0% 
20人 2 2.6% 85.7% 20人 1.3% 88.3% 
21人 1.3% 87.0弛 32人 1.3% 89.6% 
30人 1.3% 88.3% 35人 1.3% 90.9% 
34人 1.3% 89.6% 39人 2 2.6% 93.5% 
35人 1.3% 90.9% 45人 2 2.6% 96.1% 
36人 1.3% 92.2% 54人 1.3% 97.4弛
40人 1.3出 93.5% 78人 1.3% 98.7% 
41人 1.3% 94.8% 83人 1.3% 100.0% 
45人 1.3% 96.1% (n=77) 
64人 1.3% 97.4% 
77人 1.3% 98.7% 
83人 1.3% 100.0% 
(n=77) 
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VI考察
調査結果によると， 1在療診」の届出理由
として「かねてより在宅療養支援を行って
いたから」が多く，一人の医師が地域の小
さな診療所において，積極的に在宅医療を
担ってきたことが伺われる.またサービ
ス担当者会議への出席・介護支援専門員と
の連携など他の機関との連携について」の
回答でも，介護支援専門員との情報交換や
患者の在宅療養支援のために他機関との連
携などを，積極的におこなっていることが
伺えた.
新潟県の「在療診」の届出数を他県と比
較した場合， 93ヶ所で全国 34番目である.
図1が示すとおり，上越市，新潟市，長岡
市などの都市部に集中しており，全県的に
配置はされてはいない.しかし在療診」
が都市部に集中していても「在療診」とし
ての患者数はO人が最も多い.これは，都
市部において「在療診」と他の診療所，病
院，訪問看護ステーションとの連携がうま
く行えていない現状があると考えられる.
このような要因は在療診」が 24時間
の往診体制， 24時間の訪問看護体制を要求
されている点にある.ただ， 1在療診」はす
べてを自前で対処する必要はなく，他の医
療機関との連携によってそれを実現するこ
とが可能である， しかし「在療診」の届出
に関する課題において 124時間往診が可
能な体制確保が難しいJ，124時間訪問看護
の提供が可能な体制確保が難しし、J，124 
時間連絡を受ける医師または看護師の配置
が難しいJ，1在宅療養患者の緊急入院を受
け入れる体制確保が難しいJとの回答が寄
せられている.つまり， 24時間の往診・訪
問看護の体制・連携が提供・確保できない
ため在療診」としての患者数の回答がO
人が最も多い理由であると考えられる.
この点について，田城は常勤で一名，も
しくは親子や夫婦による数名での診療所で
は，ネットワークが必要だと指摘し，医師
会のネットワークや近隣の診療所聞のネッ
トワークを提案している(田城 2007).都市
部に存在する「在療診Jは地域に医療資源
が比較的多く存在しており，それらとの連
携によって「在療診」の役割を果たすこと
が可能となる，ぞのための支援体制が必要
である.
他方，郡部においては連携先も限られて
くる，または「在療診j が存在しない地域
もあり，かなり厳しい状況にあるが，まず
は「在療診j と診療所，病院との連携を考
えていく必要がある.ただ， 1在療診」が存
在しない地域では， 1在療診」ではない診療
所にその役割を求めざるを得ない.
この点については， 1整備構想」において
も触れられてはいるが，具体的にどのよう
な連携を構築するのかが明らかにされてい
ない.郡部では「在療診」が存在しない地
域が多いが，訪問診療を行っている診療所
は存在している，例えば，訪問診療の診療
報酬の一つである「在宅時医学総合管理料」
の届出を行っている医療機関は，図2が示
すように「在療診」が存在しない地域でも
存在している場合がある， 1在療診」と同様
に 24時間の往診・訪問看護体制の実施は
行えなくても，地域での在宅療養支援には
十分その力を発揮してくれるはずである.
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図 2 新潟県内の「在宅時医学総合管理料」届出医療機関数 (2007年7月1日現在)
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四まとめ
「在療診」は，患者の住む身近な地域に
おいて，患者の生活を理解して在宅療養を
支援してくれる患者にとって力強し、存在で
ある.しかし，現状では，その力を存分に
発揮できていない状態にある在療診」は
都市部に集中し，郡部は限定的で、あった.
また， I在療診」としての患者数はO人が最
も多かった.
都市部において数多く存在する「在療診」
は，その専門的機能を果たすために， I在療
診」ではない診療所や病院，訪問看護ステ
ーションとの連携構築が課題である.他方，
「在療診j の少ない郡部では「在療診Jの
届出要件を満たすことのできない地域も存
在するため， I在療診」の開設を前提とした
論議ではなく，今，地域に存在している医
療資源を活用した在宅療養支援体制の構築
がi課題であると言える.
最後に本研究の限界と今後の課題につい
て述べる.今回の調査は新潟県のみの現状
を把握したに過ぎず，新潟県と同様に「在
療診Jの少ない他県の状況や課題について
言及できてはいない.また，在宅療養支援
を受ける患者・家族からの視点が不十分で
あった.今後の課題としては，新潟県と同
様に「在療診Jの少ない地域での診療実態・
実績，乏しい医療資源の中での連携の実態
についての調査研究が課題である.
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